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１ 地震・津波のおそれ 

御坊市の地震・津波環境は、紀伊半島沖合の南海トラフという海底の溝が存

在し、その地核変動によって南海トラフ地震が歴史的に約９０年から１５０年

の間隔で繰り返し起こっています。また、中央構造線地震帯や田辺市付近にお

いて活断層の存在が確認されており、内陸型地震が発生する可能性もあると危

惧されています。 

古文献による宝永地震（１７０７年）や安政南海地震（１８５４年）での地

震被害は、地震動による死者や津波による死者が記載されているが、昭和２１

年１２月２１日に起きた昭和南海道地震（Ｍ８．０）において、地震動や津波

による死者はなく、御坊市での被害が少なかったが沿岸部の浸水や日高川をは

じめ王子川や西川への遡上が確認されています。 

そのような中、御坊市は、平成１５年７月に施行された南海トラフ地震に係

る地震防災対策の推進に関する特別措置法により、「南海トラフ地震防災対策推

進地域」に指定されました。また、国の地震調査研究推進本部（令和２年１月

公表）による地震発生確率値の更新により、今後３０年以内の南海トラフ地震

の長期的な発生確率は７０％～８０％、地震の規模はマグニチュード８～９ク

ラスであると発表されています。 

   また、「和歌山県地震被害想定調査」（平成２６年３月公表）によると、約１

００年周期で発生すると想定されるＭ８クラスの「東海・東南海・南海地震の

３連動地震」（以下「３連動地震」という。）と、千年に一度、１万年に一度と

想定されるＭ９クラスの「南海トラフ巨大地震」（以下「巨大地震」という。）

の予測震度、津波の浸水想定等を基に、人的被害、建物被害等を取りまとめて

います。 

   御坊市での地震動等の地震・津波予測は、以下のとおりです。 

最大震度が、３連動地震で６強、巨大地震では７となり、どちらも非常に大

きな揺れとなります。 

また、同時期に津波も発生し、３連動地震で２４分後に第１波最大津波が、

巨大地震では津波高１ｍが１３分後に到達することが想定されています。特に

巨大地震においては、広い範囲での浸水が想定されています。 

＜震度・津波予測の概要＞ 

区分 項目 単位  ３連動地震 巨大地震 

被害概要 

地震規模 Ｍｗ ８．７ ９．１ 

最大震度 震度 ６強  ７  

最大津波高 ｍ  ８  １６  

平均津波高 ｍ  ７  １４  

想定浸水区域 ｈａ ２７０ ９７０ 

最短津波到達時間 分  第１波最大津波：２４ 津波高１ｍ：１３ 

（出典：平成２５年和歌山県の津波浸水想定、平成２６年和歌山県の地震被害想定）  

Ⅰ アクションプログラム策定の背景 
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 なお、地震はいつ発生するか分からないため、紀節・時刻・風速等、いく

つかのパターンで被害想定が実施されていますが、以下は被害が最も大きく

なる最大値を掲載しています。 

＜建物・人的被害の概要＞ 

区分 項目 単位 ３連動地震 巨大地震 

建物被害 
全壊棟数 棟 ３，２００ ７，４００ 

半壊棟数 棟 ３，３００ ２，７００ 

人的被害 
死者数 人 ６９０ ６，９００ 

重傷者数 人 ２００ ５８０ 

            （出典：平成２６年 和歌山県の地震被害想定） 

 

２ 風水害のおそれ 

   御坊市の風水害環境は、梅雨末期の前線活動と台風による大雨で大きな災害

が発生しています。 

昭和２８年７月に発生した「７．１８水害」と呼ばれる雷雨性の大雨は、御

坊市に大きな被害をもたらしました。また、昭和３６年発生した第２室戸台風

や平成２３年台風１２号などでも、死者や多くの家屋が浸水し大きな被害をも

たらしました。 

近年、全国的に風水害被害が多発しており、このことを鑑み水防法の改正や

これに伴う洪水ハザードマップ（土砂災害区域）を改訂したところです。 

 

３ 災害対策の現状 

   災害対策は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、市民の生命財産を災

害から保護し、社会秩序の維持及び公共の福祉に資することを目的に策定した

「御坊市地域防災計画」に位置づけられ、この計画に即して公共施設の耐震化、

民間業者との災害協定、自主防災組織の育成、防災資機材の整備などを進めて

きました。 

 

４ 災害対策の課題 

   平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災は多くの教訓を私たちに残しまし

た。「自分の命は自分で守る」ということや「隣近所、地域社会の人と人との

つながりの大切さ」など、日頃はなかなか意識しないことが、実は最も重要な

防災対策であるということです。代表的なものは次のとおりです。 

 

● 亡くなられた方の約８割が建物や家具の倒壊・転倒が原因だった。 

● 倒壊家屋などから救出された方の約８割が家族や近隣住民に助けられた。 

● 避難所ではボランティアや自治会組織が運営にたずさわった。 

 

また、平成２３年に発生した東日本大震災では、想定以上の津波により多く

の方々が亡くなられています。南海トラフ地震でも津波による死者が多く想定

されています。「津波避難の大切さ」がクローズアップされ、最重要の災害対策
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に位置付けられました。 

 

  ● 率先避難者となり想定以上の津波に備え全力を尽くし避難すること。 

 

    これらの教訓から言えることは、大地震や風水害による被害は同時多発的に

発生するため、行政だけの対応では市民を守ることに限界があり、「自助・共

助・公助」の役割分担と協働による取り組みが重要となってきます。 

 

● 自助……住民一人ひとりが自分自身を災害から守ること 

● 共助……地域社会がお互いを災害から守ること 

● 公助……国・県・市町村など行政が住民を災害から守ること 

 

    災害への備えを充実させ、被害をできる限り軽減するためには、市民、自

治（町内）会、自主防災組織、企業、行政が自助・共助・公助に主体的に取り

組むとともに、相互に連携し合う防災協働社会の構築が必要です。 

 

５ アクションプログラムの必要性 

    近年、南海トラフ地震等の発生や地球温暖化に伴う台風の大型化や大洪水が

危惧され、一刻も早い防災協働社会の構築が課題であると言えます。市民と行

政が一体となって災害に対する知識や危機意識を共有し、十分な災害対応力を

備え、すこやかで安心して暮らせるまちづくりを目指すための体制を整備する

必要があります。 

    このアクションプログラムは、まず御坊市で取り組むべき防災対策を整理・

体系化したものであり、限られた財源の中で、計画的かつ効率的、効果的な災

害対策に取り組むために策定するものです。 
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１ 目的 

   アクションプログラムは、地域防災計画に定められた災害応急対策編を総括

するとともに、南海トラフ地震などの大規模地震や風水害により予想される被

害の増加要因を分析し、持てる資源を最大限活用して、被害を可能な限り減ら

す「減災」を目的とする。また、取り組むべき施策を体系化し、行動計画を示

すことで、地域防災計画の実効性を高めるとともに災害対策を推進します。 

 

２ 基本理念 

   南海トラフ地震などの大災害に備え、「自助・共助・公助」が相互に連携し

て活動する防災協働社会を構築することで、すこやかで安心して暮らせる災害

に強いまちづくりを目指します。 

 

３ 実施期間と進行管理 

   アクションプログラムの実行にあたって、事業は、以下のように「継続」「新

規」に分けて実施します。 

   継続･･････現在実施している施策で、継続的に実施するもの 

   新規･･････新たに実施する施策 

また、実施期間は、緊急度に応じて以下のように「短期」「中期」「長期」に

分けて設定します。 

短期･･････令和５年度までに実施 

中期･･････令和７年度までに実施 

長期･･････令和１２年度までに実施 

 

実施期間 

 

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

短期

中期

長期

年　　度　（令　　和）

 

 

アクション実施のため所管部署を明らかにし、それぞれの取り組みを計画的

かつ効率的に推進します。また、アクションの進捗に努め、未完了アクション

については実施を促進します。さらにアクションプログラムの見直しが生じた

場合は、所管部署と協議のうえ随時見直しを行います。 

Ⅱ アクションプログラムの基本的な考え方 
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４ アクションプログラムの位置付け 

   このアクションプログラムは、御坊市地域防災計画に基づき実施する施策の

うち、令和１２年度末までに重点的に取り組む事業の行動計画です。 

   国の地震防災戦略及び和歌山県地震防災対策アクションプログラム並びに

御坊市国土強靭化地域計画や御坊市総合計画その他関係計画と整合性を図り

ながら事業を展開します。 

 

    防災基本計画（国） 

    
 

地
震
防
災
戦
略 

 和歌山県地震防災対策 

アクションプログラム 

 
和歌山県地域防災計画 

 
 

 
 

 御坊市地震防災対策 

アクションプログラム 

 
御坊市地域防災計画 

  
 

  

  

・御坊市国土強靭化地域計画  ・御坊市総合計画 

・御坊市消防計画  ・御坊市水防計画 

・御坊市耐震改修促進計画  ・その他関連計画 
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１ アクションプログラムの目標 

   御坊市地震等防災対策アクションプログラムでは、南海トラフ地震など大規

模地震に備え、災害発生時に迅速かつ適切な対策を実施し、被害を最大限減ら

すため、予防対策、応急対策、復旧・復興対策の観点から、①大地震等に着実

に備える、②災害発生時に迅速適切な対策を実施する、③復興を進め安全で安

心・安定した生活を構築する、の３項目の目標を掲げ、それに対応する８項目

の施策の柱を設定し、２８の分野別施策を体系化しています。 

 

①大地震等に着実に備える 

  南海トラフ地震などの大規模地震等による被害は、同時多発的に生じるため行

政のみでは市民を守ることには限界があります。自治会・町内会を中心に「自分

たちのまちは自分たちで守る」という防災意識を高めるため、自主防災組織の結

成を促進するとともに災害時のボランティア活動の支援が必要です。 

  また、阪神・淡路大震災の８割以上の犠牲者を出した建物の倒壊や家具の転倒

などによる圧死に加え火災による被害が危惧されることから、個人住宅や災害対

策拠点となる公共施設、公共土木施設及びライフラインの耐震化を進めるととも

に、沿岸地域においては津波被害を軽減するための予防対策を早急に実践してい

く必要があります。 

  こうした最も危険な被害要因を未然に減らす対策を優先的に進めることが、最

も効果的な予防対策と言えます。 

  このことから、「大地震等に着実に備える」を目標に施策を推進していきます。 

 

②災害発生時に迅速適切な対策を実施する 

  地震・津波や風水害などによる被害発生時には、行政として被害を最小限に抑

えるための応急対策を実施する必要があります。 

  災害時に迅速な対応が可能となるよう行政防災力の向上を図るため、地域防災

計画の策定・見直し、職員の防災研修、訓練などの実施により初動体制の強化を

図るとともに、災害時の情報収集・伝達体制の整備が求められます。 

  また、避難行動要支援者の避難誘導体制の確立を図るため、避難行動要支援者

登録制度など地域住民との連携による安否確認の仕組みづくり、避難誘導マニュ

アルの整備などを進めるとともに、社会福祉施設との協定などにより避難行動要

支援者に配慮した対策が必要です。 

  さらに、突発的に発生した大規模地震に対して、迅速に消火、救助、医療、避

難所運営、緊急輸送活動などの応急対策を実施するとともに、二次災害の発生防

止に努めるため、あらかじめ各分野において十分な準備をする必要があります。 

このことから、「災害発生時に迅速適切な対策を実施する」ことを目標に施策

を推進します。 

 

Ⅲ アクションプログラムの目標と施策の柱 
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③復興を進め安全で安心・安定した生活を構築する 

  地震による被害発生から被災者の生活を迅速・的確に回復し、再建することが

重要です。東日本大震災や熊本地震の場合においても、今なお全面的な復興には

至っていないのが現状です。こうした現状を踏まえ、被災者の生活を回復させる

ための住宅確保や健康管理、こころのケアなど、様々な生活支援対策はもちろん、

市全体の復旧・復興を図るため、迅速かつ円滑な災害復旧を実施するための準備

や計画をしておくことが必要です。 

  このことから、「復興を進め安全で安心・安定した生活を構築する」ことを目

標に施策を推進します。 

 

２ アクションプログラムの施策の柱 

   アクションプログラムで掲げた３項目の目標を達成するため、次の８項目の

施策の柱を設定します。 

 

①防災意識の普及推進 

  地震・津波、風水害など自然災害に対する正しい知識の普及と防災意識の啓発

に努め、市民一人ひとりの防災力の向上を目指します。 

 

②津波等対策の推進 

  南海トラフ地震など海溝型地震の特徴である津波被害、洪水や土砂災害・ため

池決壊による被害の軽減を図るため、防災体制の確立を進めます。 

 

③耐震化と災害に強いまちづくりの推進 

  住宅、公共建築物、道路その他の公共土木施設の耐震対策など予防的な被害軽

減対策を計画的かつ速やかに実施し、災害に強いまちづくりを進めます。 

 

④地域防災体制づくりの推進 

  地域防災への市民の主体的な参加、自主防災組織の充実、ボランティアの活動

環境の整備、企業の災害対応能力の向上等を図るため、地域が一体となった自

助・共助による防災体制づくりを進めます。 

 

⑤行政の防災体制の強化推進 

  災害発生時に県、市など行政が果たすべき災害対策本部設置・運営や情報収

集・伝達など種々の機能の強化を図り、迅速適切な対応が実施できる体制整備を

進めます。 

 

⑥災害応急対策の整備推進 

  災害発生時にまず優先される命の安全確保の対策を的確に実施するため、緊急

活動体制の確立を目指します。 
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⑦被災後の生活支援体制の充実 

  被災した施設の早期復旧、水・食糧の確保や衛生環境の保全など、被災後の生

活を守るための迅速・的確な復旧対策を目指します。 

 

⑧迅速確実な市民生活の再建復興の推進 

  被災者・被災事業者の迅速な再建と災害に強い安全で安心・安定した御坊市の

復興を目指します。 

 

３ アクションプログラムの減災目標 

   令和１２年度末までに御坊市が目指すべき減災目標は、下記のとおりとし、

御坊市が目指すべき減災目標を達成するため、「重点テーマ」ごとにアクショ

ン目標を設定します。 

 

 

南海トラフ地震や風水害などの大規模災害発生時の死者数を 

ゼロにする 
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①重点テーマ 

予防対策、応急対策、復旧・復興対策の３項目の目標を掲げ、施策の柱となる

８項目を重点テーマとして設定しています。 

この重点テーマは、被害を軽減するため、事前に備える予防対策に重点を置い

ており、死者の要因と重点テーマの関連を図示すると下図のようになります。 

 

 

      

防災意識の普及推進 

建物倒壊による死者 

津波等による死者 

死者数をゼロにする 

がけ崩れによる死者 

火災による死者 

津波等対策の推進 

耐震化と災害に強い

まちづくりの推進 

地域防災体制づくり

の推進 

行政の防災体制の強

化推進 
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②重点テーマ別の目標（地域目標） 

 

  減災目標を達成するために、重点テーマ別に地域目標を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・毎月発行の広報誌「ごぼう」への防災関連記事を

毎回掲載し、市民の防災意識の向上を図る。 

・令和７年度までに各家庭や企業における備蓄率１

００％を目指す。（１０日分の食料・飲料水） 

・家具転倒防止対策の必要性を啓発していく。 

（和歌山県では、令和７年度ま でに 家具の固定率 

６５％を目標としている。） 

・毎年、市民参加による市内一斉津波避難を実施す

る。 

・毎年、水門等の開閉訓練を実施する。 

・令和１１年度末までに主要な避難路に面したブロ

ック塀の撤去・改善事業を進め、避難路の健全化に

努める。 

・令和７年度末までに住宅の耐震化率９５％以上を

目指す。（平成２７年末現在の住宅耐震化率７４．３ 

％） 

・災害対策本部の拠点となる市庁舎の建替えを推進

する。 

・重要給水施設管路の耐震化に努める。 

防災意識の普及推進 

 津波等対策の推進 

耐震化と災害に強い 

まちづくりの推進 
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・令和３年度自主防災連絡協議会を立ち上げ、防災

リーダーの育成・自主防災組織の活性化を図る。 

・御坊市消防団員数について、条例定数１００％を

目指す。 

・毎年アクションプログラムの進行状況を把握し見

直しも行う。 

・毎年、職員初動対応マニュアルの検証を兼ね年１

回は、災害図上訓練を実施する。  

地域防災体制づくりの

推進 

行政の防災体制の 

強化推進 
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４ アクションプログラムの体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

目標(3) 
ⅰ．大地震等に着実に備える 

ⅱ．災害発生時に迅速適切な対策を実施する 

ⅲ．復興を進め安全で安心・安定した生活を構築する 

 

重点テーマ(8) 
１．防災意識の普及推進進 

２．津波等対策の推進  

３．耐震化と災害に強いまちづくりの推進 

４．地域防災体制づくりの推進 

５．行政の防災体制の強化推進 

６．災害応急対策の整備推進  

７．被災後の生活支援体制の充実 

８．迅速確実な市民生活の再建復興の推進 

分野別施策(28) 
1 市民防災意識の啓発 

2 学校等における防災教育の推進 

3 津波等避難対策の推進  

4 津波等被害軽減対策の促進 

5 民間建築物の耐震化の促進 

6 公共建築物の耐震化の促進 

7 公共土木施設の耐震化の促進 

8 避難地等の整備促進 

9 ライフライン対策の促進 

10 地域防災力の強化 

11 自主防災組織の活性化 

12 ボランティア活動の支援 

13 企業防災の推進 

14 行政防災力の強化 

15 初動体制の強化 

16 災害時の情報収集・伝達体制の強化 

17 防災に関する人材の育成 

18 避難行動要支援者の保護体制の強化 

19 救急救助・医療体制の確保 

20 消火体制の確保 

21 緊急輸送道路等の確保 

22 避難所運営体制の整備 

23 応急復旧対策の実施 

24 応急住宅の確保対策促進 

25 緊急物資確保体制の整備 

26 衛生、防疫活動体制の強化 

27 生活相談の充実 

28 被災者の救援・生活支援対策の促進 



５　アクションプログラムの体系表

目標 重点テーマ 分野別施策

１．防災意識の普及推進 1 市民防災意識の啓発

2 学校等における防災教育の推進

２．津波等対策の推進 3 津波等避難対策の推進

4 津波等被害軽減対策の促進

３．耐震化と災害に強い 5 民間建築物の耐震化の促進

 まちづくりの推進 6 公共建築物の耐震化の促進

7 公共土木施設の耐震化の促進

8 避難地等の整備促進

9 ライフライン対策の促進

４．地域防災体制づくり 10 地域防災力の強化

 の推進 11 自主防災組織の活性化

12 ボランティア活動の支援

13 企業防災の推進

５．行政の防災体制の強 14 行政防災力の強化

 化推進 15 初動体制の強化

16 災害時の情報収集・伝達体制の強化

17 防災に関する人材の育成

６．災害応急対策の整備 18 避難行動要支援者の保護体制の強化

 推進 19 救急救助・医療体制の確保

20 消火体制の確保

21 緊急輸送道路等の確保

22 避難所運営体制の整備

７．被災後の生活支援体 23 応急復旧対策の実施

 制の充実 24 応急住宅の確保対策促進

25 緊急物資確保体制の整備

26 衛生、防疫活動体制の強化

27 生活相談の充実

８．迅速確実な市民生活 28 被災者の救援・生活支援対策の促進

 の再建復興の推進

ⅰ　大地震等に着実に備える

ⅱ　災害発生時に迅速適切な対策を実施する

ⅲ　復興を進め安全で安心・安定した生活を構築する
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